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1.  平成22年3月期第2四半期の業績（平成21年4月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第2四半期 3,597 9.8 46 6.7 68 1.9 44 △3.5

21年3月期第2四半期 3,276 ― 43 ― 67 ― 46 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第2四半期 7.81 ―

21年3月期第2四半期 7.95 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第2四半期 4,899 3,219 65.7 561.89
21年3月期 5,204 3,201 61.5 558.82

（参考） 自己資本   22年3月期第2四半期  3,219百万円 21年3月期  3,201百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00
22年3月期 ― 0.00

22年3月期 
（予想）

― 5.00 5.00

3.  平成22年3月期の業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,600 △5.6 90 △28.6 130 △22.2 60 △38.8 10.47
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4.  その他 

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  無  

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項
等の変更に記載されるもの） 

［(注) 詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４.その他をご覧ください。］ 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第2四半期 5,970,255株 21年3月期  5,970,255株

② 期末自己株式数 22年3月期第2四半期  241,265株 21年3月期  240,485株

③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 22年3月期第2四半期 5,729,181株 21年3月期第2四半期 5,833,396株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定等については、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「３.業績
予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、景気の悪化に持ち直しの動きが見られるものの経営地域

の経済活動水準は、なお、極めて低く、企業の厳しい収益状況などを背景とした設備投資の減少、雇用情

勢の不安等による個人消費の弱まりにより依然として厳しい経営環境にあります。 

情報通信分野においては、ＮＧＮ、ＷｉＭＡＸ・ＬＴＥ等の構築に向けてのブロードバンド化、マルチ

メディア化及び融合化の流れが、サービス品質や料金を始めとするキャリア間の熾烈な競争下で、さらに

加速されることが予測されます。 

このような事業環境のなか、当社は親会社である大明株式会社のもと、「安全の確保」と「品質の向

上」を基本に、市場の多様化とお客様ニーズに迅速かつ柔軟に対応しております。 

これにより、当第２四半期累計期間においては、受注高42憶81百万円(前年同期比101.3％)、完成工事

高35億97百万円(前年同期比109.8％)となりました。 

利益面につきましては、工事価格の見直しなど厳しい経営環境の中、工事コスト及び固定費の削減に努

めた結果、営業利益46百万円(前年同期比106.7％)、経常利益68百万円(前年同期比101.9％)、四半期純利

益44百万円(前年同期比96.5％)となりました。 

なお、事業部門別の業績の概況は、次のとおりとなっております。 

(通信線路部) 

光アクセス関連工事等の受注は堅調に推移し、受注高は30憶90百万円(前年同期比101.1％)となり、完

成工事高は26憶75百万円(前年同期比117.7％)となりました。 

(モバイル部門) 

移動体通信工事は、通信基地局の設置工事の受注が増加したことと、新規にＷｉＭＡＸ工事が受注とな

ったことにより、受注高は 8憶18百万円(前年同期比108.7％)、完成工事高は 6憶73百万円(前年同期比

99.5％)となりました。 

    (土木部門) 

土木工事は依然と厳しい受注環境にさらされており、施工体制の見直し等を行い、価格競争力の強化に

努めてまいりましたところ、受注高は 2憶81百万円(前年同期比110.2％)、完成工事高は 1憶81百万円(前

年同期比168.0％)となりました。 

(ＩＰ部門) 

一般工事は市場経済の停滞により一般企業からの受注が厳しく、激しい受注競争にさらされてい

るなかにあって、光伝送路工事やＩＰ関連工事等の受注確保に努めてまいりましたが、受注高は91百万円

(前年同期比56.8％)、完成工事高は65百万円(前年同期比68.2％)と厳しい結果となりました。  

    

・定性的情報・財務諸表等

1. 経営成績に関する定性的情報
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（流動資産） 

当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は24億69百万円で前事業年度末に比べ 3億 5百万円減

少しております。これは、主として繰越工事の増加により未成工事支出金が 2億12百万円増加したもの

の、受取手形及び完成工事未収入金の売上債権が 4億77百万円減少したことによるものであります。 

（固定資産） 

当第２四半期会計期間末における固定資産の残高は24億29百万円で前事業年度末に比べ92万円増加して

おります。これは、主として有形固定資産が 7百万円減少したものの、投資その他の資産が 9百万円増加

したことによるものであります。 

（流動負債） 

当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は 9億25百万円で前事業年度末に比べ 3億26百万円減

少しております。これは、主として工事未払金が 1億93百万円、未払金が75百万円、未払法人税等が53百

万円減少したことによるものであります。 

（固定負債） 

当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は 7億55百万円で前事業年度末に比べ 5百万円増加し

ております。これは、主として役員退職慰労引当金が14百万円減少したものの、退職給付引当金が20百万

円増加したことによるものであります。 

（純資産） 

当第２四半期会計期間末における純資産の残高は32億19百万円で前事業年度末に比べ17百万円増加して

おります。これは、主として利益剰余金が16百万円増加したことによるものであります。 

  

平成22年３月期通期の業績予想につきましては、平成21年５月12日に公表いたしました業績予想数値を

修正しております。詳細につきましては平成21年11月４日に公表しております「業績予想の修正に関する

お知らせ」をご参照ください。 

  

該当事項はありません。 

  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より適用し、第

１四半期会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用しております。    

これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第２四半期累計期間に係る完成工事高は145,517千

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益が、それぞれ993千円増加しております。 

2. 財政状態に関する定性的情報

3. 業績予想に関する定性的情報

4. その他

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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5.【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 854,528 888,951

受取手形 3,535 31,520

完成工事未収入金 1,064,650 1,513,906

未成工事支出金 406,851 194,539

材料貯蔵品 20,421 27,295

繰延税金資産 39,856 42,220

その他 80,142 77,050

流動資産合計 2,469,986 2,775,484

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 268,330 263,035

土地 1,735,285 1,735,285

その他（純額） 72,991 86,038

有形固定資産合計 2,076,607 2,084,358

無形固定資産 8,351 9,545

投資その他の資産   

投資有価証券 116,665 114,962

繰延税金資産 201,632 193,695

その他 153,083 153,353

貸倒引当金 △126,369 △126,869

投資その他の資産合計 345,012 335,142

固定資産合計 2,429,971 2,429,046

資産合計 4,899,957 5,204,530

負債の部   

流動負債   

工事未払金 753,251 947,163

未払金 13,911 89,539

未払法人税等 34,996 88,448

未成工事受入金 4,813 3,009

工事損失引当金 22,591 21,698

賞与引当金 60,439 56,332

その他 35,075 45,848

流動負債合計 925,078 1,252,039

固定負債   

退職給付引当金 592,580 572,529

役員退職慰労引当金 16,530 31,280

再評価に係る繰延税金負債 145,243 145,243

その他 1,477 1,522

固定負債合計 755,831 750,576

負債合計 1,680,910 2,002,615
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 817,926 817,926

資本剰余金 667,984 667,984

利益剰余金 2,080,278 2,064,155

自己株式 △44,370 △44,278

株主資本合計 3,521,819 3,505,787

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 8,833 7,732

土地再評価差額金 △311,605 △311,605

評価・換算差額等合計 △302,772 △303,872

純資産合計 3,219,047 3,201,915

負債純資産合計 4,899,957 5,204,530
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(2)【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

完成工事高 3,276,575 3,597,044

完成工事原価 3,079,388 3,398,506

完成工事総利益 197,187 198,538

販売費及び一般管理費 153,631 152,056

営業利益 43,556 46,481

営業外収益   

不動産賃貸料 18,103 18,069

その他 5,423 4,072

営業外収益合計 23,527 22,142

営業外費用   

雑支出 59 330

営業外費用合計 59 330

経常利益 67,023 68,293

特別利益   

貸倒引当金戻入額 3,700 500

役員退職慰労引当金戻入額 － 2,370

その他 1,281 －

特別利益合計 4,981 2,870

特別損失   

固定資産除却損 － 1,018

投資有価証券評価損 － 142

特別損失合計 － 1,161

税引前四半期純利益 72,005 70,002

法人税、住民税及び事業税 30,744 31,548

法人税等調整額 △5,114 △6,318

法人税等合計 25,629 25,230

四半期純利益 46,375 44,771
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 72,005 70,002

減価償却費 25,711 24,766

投資有価証券評価損益（△は益） － 142

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,700 △500

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,166 4,107

工事損失引当金の増減額（△は減少） △1,376 893

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,286 20,050

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13,920 △14,750

受取利息及び受取配当金 △3,540 △2,287

投資有価証券売却損益（△は益） △620 －

売上債権の増減額（△は増加） 482,318 477,240

有形固定資産除売却損益（△は益） △109 1,018

未成工事支出金の増減額（△は増加） △463,792 △212,312

たな卸資産の増減額（△は増加） △13,182 6,874

仕入債務の増減額（△は減少） △151,146 △193,911

未成工事受入金の増減額（△は減少） 39,713 1,804

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,298 △16,993

その他の資産の増減額（△は増加） 18,467 △3,535

その他の負債の増減額（△は減少） △12,907 △68,276

その他 4 1

小計 △18,920 94,334

利息及び配当金の受取額 3,540 2,287

法人税等の支払額 △10,796 △83,945

営業活動によるキャッシュ・フロー △26,177 12,676

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △45,161 △65,029

定期預金の払戻による収入 118,161 85,029

有形固定資産の取得による支出 △42,573 △19,167

有形固定資産の売却による収入 340 50

投資有価証券の売却による収入 1,628 －

貸付けによる支出 △2,000 －

貸付金の回収による収入 4,535 663

投資活動によるキャッシュ・フロー 34,930 1,546

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △264 △93

配当金の支払額 △29,216 △28,552

財務活動によるキャッシュ・フロー △29,481 △28,646

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △20,728 △14,423

現金及び現金同等物の期首残高 678,284 780,928

現金及び現金同等物の四半期末残高 657,556 766,504
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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部門別受注高及び完成工事高等 
（単位：千円）

 
  
  

  

6. その他の情報

平成２１年３月期 平成２２年３月期
増   減

第２四半期累計期間 第２四半期累計期間

金額 構成比(%) 金額 構成比(%) 金額 増減率(%)

前 通信線路部門 292,302 43.9 209,198 40.3 △ 83,104 △ 28.4

期 モバイル部門 159,131 23.9 153,385 29.5 △ 5,746 △ 3.6

繰 土木部門 201,678 30.3 151,063 29.1 △ 50,615 △ 25.1

越 ＩＰ部門 12,600 1.9 6,003 1.1 △ 6,597 △ 52.4

高 計 665,711 100.0 519,649 100.0 △ 146,062 △ 21.9

通信線路部門 3,055,601 72.3 3,090,325 72.2 34,724 1.1

受 モバイル部門 753,303 17.8 818,799 19.1 65,496 8.7

注 土木部門 255,724 6.1 281,696 6.6 25,972 10.2

高 ＩＰ部門 160,303 3.8 91,128 2.1 △ 69,175 △ 43.2

計 4,224,932 100.0 4,281,949 100.0 57,017 1.3

完 通信線路部門 2,394,943 73.1 2,675,935 74.4 280,992 11.7

成 モバイル部門 677,583 20.7 673,885 18.7 △ 3,698 △ 0.5

工 土木部門 108,285 3.3 181,952 5.1 73,667 68.0

事 ＩＰ部門 95,763 2.9 65,271 1.8 △ 30,492 △ 31.8

高 計 3,276,575 100.0 3,597,044 100.0 320,469 9.8

次 通信線路部門 952,960 59.0 623,588 51.8 △ 329,372 △ 34.6

期 モバイル部門 234,851 14.6 298,299 24.8 63,448 27.0

繰 土木部門 349,117 21.6 250,807 20.8 △ 98,310 △ 28.2

越 ＩＰ部門 77,140 4.8 31,860 2.6 △ 45,280 △ 58.7

高 計 1,614,068 100.0 1,204,554 100.0 △ 409,514 △ 25.4
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